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１ 概要 

 

平成 29 年１月６日に開催された社会保障審議会障害者部会（以下「部会」）において、放課後

等デイサービス及び就労継続支援Ａ型の運用の見直しを行うべきであるとされたことを受け、関

係省令等（※）が改正され、平成 29 年４月より施行される。（最終ページに部会資料を掲載） 

 

※ 就労継続支援Ａ型の関係省令 

・ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成 18 年厚生

労働省令第 19 号） 

・ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18年厚生労働省令第 171 号） 

・ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス

事業の設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 174 号） 

 

＜部会資料より＞ 

  総費用額（781 億円）は、障害者支援全体の 4.4%を占め、近年大幅に増加。 

一方、生産活動の内容が適切でない事業所や、利用者の意向にかかわらず、すべての利用者

の労働時間を一律に短くする事業所など、不適切な事例が増えているとの指摘がある。 

 

事業所数の推移（か所） 

平成 23 年度  1,058 

平成 24 年度  1,527（+44%） 

平成 25 年度  2,054（+35%） 

平成 26 年度  2,688（+30%） 

平成 27 年度  3,158（+18%） 

総費用額の推移（百万円） 

平成 23 年度  22,759 

平成 24 年度  33,633（+48%） 

平成 25 年度  46,388（+38%） 

平成 26 年度   62,480（+35%） 

平成 27 年度   78,146（+25%） 

 

見直し案 

１．就労の質の向上 

① 事業収入から必要経費を控除した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金総額以

上となるように 

② 賃金を給付費から支払うことは原則禁止 

２．障害福祉計画上の必要サービス量を確保できている場合、自治体は新たな指定をしな

いことを可能に 
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２ 市の対応 

 

関係省令の改正に伴い、次の条例について同様の内容の改正を行い、平成 29 年４月から施行

する予定である。 

 

改正する条例 改正の内容 

八戸市指定障害福祉サービスの

事業の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例 

（平成 28年八戸市条例第 65 号） 

・ 事業収入から必要経費を控除した額に相当する金額

が、利用者に支払う賃金総額以上となるようにするこ

との規定を加える。 

・ 賃金を給付費から支払うことは原則禁止することに

ついての規定を加える。 

・ 就労の機会の提供に当たっては、利用者の希望を踏

まえたものとすることの規定を加える。 

八戸市障害福祉サービス事業の

設備及び運営に関する基準を定

める条例 

（平成 28年八戸市条例第 67 号） 

・ 事業収入から必要経費を控除した額に相当する金額

が、利用者に支払う賃金総額以上となるようにするこ

との規定を加える。 

・ 就労の機会の提供に当たっては、利用者の希望を踏

まえたものとすることの規定を加える。 
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（参考） 

 

○指定就労継続支援Ａ型における適正な事業運営に向けた指導について 

（平成 27年９月８日） 

（障障発 0908 第１号） 

（各都道府県・各指定都市・各中核市障害保健福祉主管部（局）長あて厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部障害福祉課長通知） 

 

指定障害福祉サービス事業者等に対する指導監査については、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「法」という。）に基づき行われてい

るところである。 

さて、指定就労継続支援Ａ型については、通常の事業所に雇用されることが困難であって、雇用

契約に基づく就労が可能である者を雇用して就労の機会を提供するとともに、その知識及び能力の

向上のために必要な訓練等を適切かつ効果的に行うこととされているところである。 

しかしながら、指定就労継続支援Ａ型事業者の中には、法の趣旨に反し、また、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準（平成 18年９月 29 日厚生労働省令第 171 号。以下「運営基準」という。）

の規定に抵触すると考えられる不適切な事業運営を行っている事業者があることが指摘されてい

る。 

このため、下記のとおり、指定就労継続支援Ａ型の利用手続きや不適切な事業運営の事例に係る

指導の際の確認点を整理したので、指導の際に活用いただくとともに、各都道府県におかれては、

貴管内市町村に対する周知方よろしくお願いする。 

また、指定就労継続支援Ａ型については、その利用に当たり、指定就労継続支援Ａ型の利用が適

切か否かの客観的な判断を行うため、原則として暫定支給決定を行うこととされているので、適切

なサービス利用という観点からも、併せて周知方よろしくお願いする。 

なお、この通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基づく技

術的な助言である。 

 

記 

 

１ 就労継続支援Ａ型の利用に係る支給決定手続きについて 

就労継続支援Ａ型は、利用者と雇用契約を締結することにより、就労機会を提供しつつ、生産

活動等の機会を通じて就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行うものであ

り、その利用に当たっては、一定期間の訓練を行うサービスであることを踏まえ、就労継続支援

Ａ型の利用が適切か否かの客観的な判断を行うため、原則として、暫定支給決定を行うこととさ

れているので、利用者に対して適切なサービスを提供するという観点からも、適正な支給決定手

続きをお願いする。 

なお、暫定支給決定が行われた利用者については、雇用保険法施行規則（昭和 50 年３月 10 日

労働省令第３号）第 110 条に基づく特定求職者雇用開発助成金の支給対象となる対象労働者から

除外され、当該助成金の支給はされないこととなっている。 
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２ 不適切な事業運営の事例 

(1) 生産活動の内容が不適切と考えられる事例 

① 事例内容 

就労機会の提供に当たり、収益の上がらない仕事しか提供しておらず、就労継続支援Ａ型

事業の収益だけでは、最低賃金を支払うことが困難であると考えられる事例。 

② 指導の際の確認点 

ア 就労継続支援Ａ型の利用に当たっては、利用者と雇用契約を締結することとなっており、

雇用契約を締結した利用者については、労働関連法規の適用を受ける労働者に該当し、最

低賃金法（昭和 34年４月 15 日法律第 137 号）が適用されることから、最低賃金を支払う

ことが可能な収益性の高い事業内容であるか、また、利用者に対して当該事業内容を踏ま

えた仕事が確保されているかを確認する。 

確認に当たっては、「就労支援等の事業に関する会計処理の取扱いについて」(平成 18

年 10 月２日社援発 1002001 号厚生労働省社会・援護局長通知)の別紙「就労支援の事業の

会計処理の基準」に基づき作成することとされている「就労支援事業別事業活動明細書」

により、収益と費用の比率等を確認することで、最低賃金を支払うことが可能な事業内容

であるかどうかを判断する。 

イ 指導に当たっての根拠（運営基準第 191 条、192 条） 

運営基準第 191 条第１項では、「指定就労継続支援Ａ型事業者は、就労の機会の提供に

当たっては、地域の実情並びに製品及びサービスの需給状況等を考慮して行うよう努めな

ければならない」と規定されていることから、事業者には、就労機会の提供に当たり、事

業者が供給しようと考えている物品及び役務に関する市場調査等を実施するとともに、地

域の状況を適切に把握することが求められ、その結果を踏まえ、最低賃金を支払うことが

可能な収益性の高い仕事を確保する必要がある。 

また、運営基準第 192 条第１項では、「指定就労継続支援Ａ型事業者は、第 190 条第１

項の規定による利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことを支援するため、賃金

の水準を高めるよう努めなければならない」と規定されており、当該規定の趣旨をかんが

みれば、最低賃金の水準に留まることなく、就労に関する知識及び能力の向上のために必

要な訓練その他の必要な支援を行うことにより、賃金水準を高めていくことが事業者には

求められている。 

したがって、収益の低い仕事しか提供していない場合には、就労機会の提供に当たり、

市場調査等の実施や地域の状況を適切に把握しているとはいえず、また、利用者に支払う

賃金水準を高めるよう努めているとはいえない。 

(2) サービス提供の形態が不適切と考えられる事例 

① 事例内容 

就労継続支援Ａ型のサービス提供に当たり、利用者の意向や能力等を踏まえた個別支援計

画が策定されていない事例や、長く働きたいという利用者の意向にかかわらず、全ての利用

者の労働時間を一律に短時間（例：１週間の所定労働時間が 20 時間）としている事例など、

サービス提供に当たっての形態が不適切な事例。 
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② 指導の際の確認点 

ア 適切なアセスメントに基づいた個々の利用者に応じた個別支援計画が策定され、当該計

画に基づいたサービス提供がされているかを確認する。 

また、全ての利用者の労働時間が一律に短時間とされているような場合には、その理由

を確認し、適切なアセスメントに基づいた結果であり、かつ、利用者の意向等に反して設

定されているものでないかどうかを確認する。 

イ 指導に当たっての根拠（運営基準第３条、191 条、197 条（第 58 条の準用）） 

運営基準第３条第１項では、「指定障害福祉サービス事業者（第３章から第５章まで及

び第８章から第 14 章までに掲げる事業を行うものに限る。）は、利用者の意向、適性、障

害の特性その他の事情を踏まえた計画（以下「個別支援計画」という。）を作成し、これ

に基づき利用者に対して指定障害福祉サービスを提供するとともに、その効果について継

続的な評価を実施することその他の措置を講ずることにより利用者に対して適切かつ効

果的に指定障害福祉サービスを提供しなければならない」と規定されている。 

また、就労継続支援Ａ型において準用する同第 58 条第２項では、「サービス管理責任者

は、療養介護計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者について、その有する

能力、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する

生活や課題等の把握（以下この章において「アセスメント」という。）を行い、利用者が

自立した日常生活を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の検討をし

なければならない」と規定されている。 

これらの規定に基づき、事業者には、適切な方法でアセスメントを行った上で適切な支

援内容を検討し、個々の利用者の意向や適性、障害特性等を踏まえた個別支援計画を策定

し、サービスを提供することが求められる。 

また、運営基準第 191 条第２項では、「指定就労継続支援Ａ型事業者は、就労の機会の

提供に当たっては、作業の能率の向上が図られるよう、利用者の障害の特性等を踏まえた

工夫を行わなければならない」と規定されていることから、事業者には、利用者の意向や

適性、障害特性等を踏まえ、個々の利用者に適した作業内容や作業時間とすることにより、

作業能率を向上させることが求められる。 

したがって、個別支援計画が画一的な内容となっている場合や、正当な理由もなく全て

の利用者の労働時間を一律に短時間としている場合には、適切な個別支援計画の策定や利

用者の意向等を踏まえた就労機会の提供が行われているとはいえない。 

なお、特定求職者雇用開発助成金は、短時間労働者（１週間の所定労働時間が 20 時間

以上 30 時間未満）を雇い入れた場合であっても支給対象となることから、当該助成金を

受給するために利用者の労働時間を一律に短時間としている場合があり、このような理由

も上記基準の趣旨から適切な事業運営とはいえない。 

(3) 一定期間経過後に事業所を退所させている事例 

① 事例内容 

就労継続支援Ａ型の利用に当たり、利用してから一定期間が経過した後、利用者の意向等

にかかわらず、就労継続支援Ｂ型事業所に移行させるなど、不当に退所させていると考えら

れる事例。 
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② 指導の際の確認点 

ア 利用者の退所状況に関し、一定期間（例：２年又は３年）が経過した後に就労継続支援

Ｂ型事業所に移行し、事業所を退所している利用者について、退所理由を確認する。 

確認に当たっては、特定求職者雇用開発助成金の支給対象となっていた利用者について、

当該助成金の助成対象期間経過後に退所させられているようなことがないかを確認する。 

イ 指導に当たっての根拠（運営基準第 197 条（第 11 条の準用）） 

障害福祉サービスの利用に当たっては、市町村から支給決定を受けなければならず、当

該支給決定には有効期間が定められており、就労継続支援Ａ型の有効期間は、１月間から

36 月間の範囲内で市町村が定める期間とされており、最大３年間となっている。 

一方で、法第５条第 14項では、「この法律において「就労継続支援」とは、通常の事業

所に雇用されることが困難な障害者につき、就労の機会を提供するとともに、生産活動そ

の他の活動の機会の提供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の

厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう」と規定されており、就労継続支援Ａ型

には、利用期間は定められておらず、支給決定に係る有効期間の更新は可能とされている。 

また、就労継続支援Ａ型において準用する運営基準第 11 条では、「指定居宅介護事業者

は、正当な理由なく指定居宅介護の提供を拒んではならない」と規定されている(※)。 

これらの規定に基づけば、事業者は、現に就労継続支援Ａ型を利用している者に対し、

正当な理由なくサービスの提供を拒否したり、事業所を退所させたりといったことをして

はならず、支給決定の有効期間中の利用者は当然のこととして、支給決定の更新が行われ

た利用者に対しても適切にサービス提供を行う必要がある。 

したがって、特定求職者雇用開発助成金の支給対象となる利用者について、当該助成金

の助成対象期間が２年（重度障害者等に該当する場合には３年）であることから、利用者

の退所時期が当該助成金の助成対象期間経過後と一致しているような場合には、正当な理

由なく、当該助成金の支給終了とあわせて退所させている場合があり、このような取扱い

は適切な事業運営とはいえない。 

※ 提供を拒むことができる正当な理由がある場合とは以下の通り。 

・ 当該事業所の現員からは利用申込みに応じきれない場合 

・ 利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

・ 当該事業所の運営規程において主たる対象とする障害の種類を定めている場合であ

って、これに該当しない者から利用申込みがあった場合、その他利用申込者に対し自

ら適切な指定居宅介護を提供することが困難な場合 

・ 入院治療が必要な場合 

 



放課後等デイサービス、就労継続支援A型の運用の見直しについて（案）

＜放課後等デイサービス＞
総費用額（1,446億円）は、障害児支援全体の64.9%を占め、サービス創設以降、利用者数、事業所数とともに大幅に増加。
一方、利潤を追求し支援の質が低い事業所や適切ではない支援※を行う事業所が増えているとの指摘がある。
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（百万円）事業所数及び総費用額の推移

＜就労継続支援A型＞
総費用額（781億円）は、障害者支援全体の4.4%を占め、近年大幅に増加。
一方、生産活動の内容が適切でない事業所や、利用者の意向にかかわらず、すべての利用者の労働時間を一律に短くす
る事業所など、不適切な事例が増えているとの指摘がある。

見直し案
１．障害児支援等の経験者の配置
① 管理責任者の資格要件を見直し、障害児・児童・障害者の支援の経験

（３年以上）を必須化
② 配置すべき職員を「児童指導員」「保育士」「障害福祉サービス経験者」

とし、そのうち、児童指導員又は保育士を半数以上に
２．「放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」の遵守及び自己評価結果公表の義務付け

見直し案
１．就労の質の向上
① 事業収入から必要経費を控除した額に相当する金額が、利用者に支払

う賃金総額以上となるように
② 賃金を給付費から支払うことは原則禁止
２．障害福祉計画上の必要サービス量を確保できている場合、自治体は新た
な指定をしないことを可能に

（か所） ※例えば、テレビを見せているだけ、ゲーム等を渡して遊ばせているだけ
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